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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，遠隔手動弁操作設備が設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有し

ていることを説明するものである。 

遠隔手動弁操作設備は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常

設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機

能維持評価を示す。 

   なお，遠隔手動弁操作設備は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載されていない設備であ

るため，加振試験で得られた機能確認済加速度と機能維持評価用加速度との比較により，動的機

能維持の確認を行う。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

遠隔手動弁操作設備の構造計画を表 2－1から表 2－6に示す。遠隔手動弁操作設備は，隔離

弁を原子炉建屋二次格納施設外から人力により開閉操作するための設備であり，隔離弁から操

作位置までの経路の違いにより構成の異なる 6種類の遠隔手動弁操作設備が設置されている。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

遠隔手動弁操作設備の構

成要素のうち駆動力を伝

達する等速ジョイント

は，マイタギヤボックス

又はヘリカルパワードラ

イブを経由して対象弁に

接続される。 

マイタギヤボックス，ヘ

リカルパワードライブは

剛構造の支持構造物を経

由して基礎ボルト(ケミ

カルアンカ）により原子

炉建屋の床又は壁に固定

される。 

等速ジョイント 

マイタギヤボックス 

ヘリカルパワードライブ 

支持構造物 

 
 
 
 
 
 
 

（単位：mm） 

ヘリカルパワードライブ 

マイタギヤボックス 

 

T31-F019 

等速ジョイント 

支持構造物 

ハンドル 

遠隔手動弁操作設備（その 1） 

マイタギヤボックス 

平面図 

正面図 
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表 2－2 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

遠隔手動弁操作設備の構

成要素のうち駆動力を伝

達する等速ジョイント

は，マイタギヤボックス

又はヘリカルパワードラ

イブを経由して対象弁に

接続される。 

マイタギヤボックス，ヘ

リカルパワードライブは

剛構造の支持構造物を経

由して基礎ボルト(ケミ

カルアンカ）により原子

炉建屋の床又は壁に固定

される。 

等速ジョイント 

マイタギヤボックス 

ヘリカルパワードライブ 

支持構造物 

 
 
 
 
 
 
 

 

  

（単位：mm） 

ヘリカルパワードライブ 

マイタギヤボックス 

 

T31-F022 

支持構造物 

等速ジョイント 

 

ハンドル 

 

遠隔手動弁操作設備（その 2） 

マイタギヤボックス 

平面図 

正面図 
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表 2－3 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

遠隔手動弁操作設備の構

成要素のうち駆動力を伝

達する等速ジョイント

は，剛構造の支持構造物

を経由して基礎ボルト

(ケミカルアンカ）により

原子炉建屋の床又は壁に

固定される。 

等速ジョイント 

支持構造物 

 
 
 
 
 
 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

T31-F070 

（単位：mm） 

支持構造物 

等速ジョイント 

 

ハンドル 

 

遠隔手動弁操作設備（その 3） 

平面図 

正面図 

平面図 

正面図 
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表 2－4 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

遠隔手動弁操作設備の構

成要素のうち駆動力を伝

達する等速ジョイント

は，マイタギヤボックス

又はベアリングユニット

を経由して対象弁に接続

される。 

マイタギヤボックス及び

ベアリングユニットは剛

構造の支持構造物を経由

して基礎ボルト(ケミカ

ルアンカ）により原子炉

建屋の床又は壁に固定さ

れる。 

等速ジョイント 

マイタギヤボックス 

ベアリングユニット 

支持構造物 

 
 
 
 
 
 
 

 

  

（単位：mm） 

マイタギヤ 

ボックス 

 

T31-F072 

支持構造物 

等速ジョイント 

 

ハンドル 

 

遠隔手動弁操作設備（その 4） 

ベアリングユニット 
平面図 

正面図 
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表 2－5 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

遠隔手動弁操作設備の構

成要素のうち駆動力を伝

達する等速ジョイント

は，マイタギヤボックス，

ヘリカルパワードライブ

又はベアリングユニット

を経由して対象弁に接続

される。 

マイタギヤボックス，ヘ

リカルパワードライブ及

びベアリングユニットは

剛構造の支持構造物を経

由して基礎ボルト(ケミ

カルアンカ）により原子

炉建屋の床又は壁に固定

される。 

等速ジョイント 

マイタギヤボックス 

ヘリカルパワードライブ 

ベアリングユニット 

支持構造物 

 
 
 
 
 
 
 

 

  

（単位：mm） 

ヘリカルパワードライブ 

 

T61-F001 

支持構造物 

等速ジョイント 

 

ハンドル 

 

マイタギヤボックス 

 

遠隔手動弁操作設備（その 5） 

ベアリングユニット 

 
平面図 

正面図 
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表 2－6 構造計画 

計画の概要 
 

概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

遠隔手動弁操作設備の構

成要素のうち駆動力を伝

達する等速ジョイント

は，マイタギヤボックス，

ヘリカルパワードライブ

又はベアリングユニット

を経由して対象弁に接続

される。 

マイタギヤボックス，ヘ

リカルパワードライブ及

びベアリングユニットは

剛構造の支持構造物を経

由して基礎ボルト(ケミ

カルアンカ）により原子

炉建屋の床又は壁に固定

される。 

等速ジョイント 

マイタギヤボックス 

ヘリカルパワードライブ 

ベアリングユニット 

支持構造物 

 

 

（単位：mm） 遠隔手動弁操作設備（その 6） 

T61-F002 

等速ジョイント 

 

支持構造物 
ハンドル 

 

ベアリングユニット 

 
ヘリカルパワードライブ 

 
マイタギヤボックス 

 

平面図 

正面図 
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2.2 評価方針 

遠隔手動弁操作設備の応力評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び

荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す遠隔手動弁操作設備の部位

を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び諸元」及び「4.4 

固有周期」で算出した固有周期に基づく設計地震力による応力等が許容限界内に収まることを，

「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，遠

隔手動弁操作設備の機能維持評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した動的機能

維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が機能確認済加速度以下であることを，「5. 機能維

持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

遠隔手動弁操作設備の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 遠隔手動弁操作設備の耐震評価フロー 

 
 

遠隔手動弁操作設備の 

機能維持評価 

機能維持評価用加速度 

遠隔手動弁操作設備の 
構造強度評価 

地震時における応力 

固有値解析 

設計用地震力 

解析モデル設定 

地震応答解析 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 

（(社) 日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（(社) 日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（(社) 日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂi ボルトの軸断面積＊1 mm2 
Ａ 等速ジョイントの断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 
ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 
Ｄ1 等速ジョイントの外径 mm 

Ｄ2 等速ジョイントの（中空部）の内径 mm 

ｄi ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3 又は SSB-3133 に定める値 MPa 
Ｆ1 解析結果から得られる等速ジョイント接続部に生じる引張力 N 

Ｆｂi ボルトに作用する引張力＊1 N 

Ｆｂ1i ボルトに作用する引張力＊1（長辺方向転倒の場合） N 

Ｆｂ2i ボルトに作用する引張力＊1（短辺方向転倒の場合） N 

ƒｓｂi せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏi 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓi 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 
ｈ 支持構造物の据付面から重心までの距離 mm 
１ 支持構造物・取付構造物の重心とボルト間の距離＊2 mm 
２ 支持構造物・取付構造物の重心とボルト間の距離＊2 mm 
３ 最外側ボルト間の距離＊2 mm 
４ 最外側ボルト間の距離＊2 mm 
ｍ０ 等速ジョイントの質量 kg 

ｍ１ 支持構造物の質量 kg 

Ｍ 解析結果から得られる等速ジョイントに作用する最大のモーメント N･mm 

Ｍ1 解析結果から得られる等速ジョイント接続部に生じるモーメント N･mm 

Ｎ 支持構造物に接続される等速ジョイントの本数 ― 

ｎi せん断力を受けるボルトの本数＊1 ― 
ｎｆi 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 ― 
Ｑ 解析結果から得られる等速ジョイントに作用する最大のせん断荷重 N 

Ｑ 1 解析結果から得られる等速ジョイント接続部に生じるせん断荷重 N 

Ｑｂi ボルトに作用するせん断力＊1 N 
Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 MPa 
Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 

40℃における値 
MPa 

Ｚ 等速ジョイントの断面係数 mm3 

＊
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記号 記号の説明 単位 
ν ポアソン比 ― 

π 円周率 ― 
σp 等速ジョイントに生じる引張応力 MPa 
τp 等速ジョイントに生じるせん断応力 MPa 

σｂp 等速ジョイントに生じる曲げ応力 MPa 
σｂi ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 
τｂi ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

 

注記＊1：Ａｂi，ｄi，Ｆｂi，Ｆｂ1i，Ｆｂ2i，Ｑｂi，ƒｓｂi，ƒｔｏi，ƒｔｓi，ｎi，ｎｆi，σｂi， 

τｂiの添字 iの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 

＊2： １≦   ２， ３≦   ４ 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－7に示すとおりとする。 

 

表 2－7 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

縦弾性係数＊1 MPa 有効数字 4 桁目 四捨五入 有効数字 3 桁 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊3 

長さ mm ― ― 整数位＊3 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊4 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計・建設規格 付録材料表に記載された温度の中間における縦弾性係数は， 

     比例法により補間した値の有効数字 4桁目を四捨五入し，有効数字 3桁まで 

     の値とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊4：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

遠隔手動弁操作設備の耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条件に

基づき，耐震評価上厳しくなる最長の等速ジョイント，その両端の機器，支持構造物を固定する

取付ボルト及び基礎ボルトについて実施する。 

遠隔手動弁操作設備の耐震評価部位については，図 3－1から図 3－3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 評価部位（遠隔手動弁操作設備（その 5）（等速ジョイント）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－2 評価部位（遠隔手動弁操作設備（その 5）（支持構造物 A（取付ボルト，基礎ボルト）））

ヘリカルパワードライブ 

 

支持構造物 

 

取付ボルト 

 

等速ジョイント 

 

支持構造物 B 
ベアリングユニット 

基礎ボルト 

(ケミカルアンカ） 

支持構造物 A 
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図 3－3 評価部位（遠隔手動弁操作設備（その 5）（支持構造物 B（取付ボルト，基礎ボルト））） 

支持構造物 

 

等速ジョイント 

 

取付ボルト 

 

ベアリングユニット 

 
ベアリングユニット 

 

基礎ボルト(ケミカルアンカ） 
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4. 地震応答解析及び構造強度評価 

 4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

  (1) 遠隔手動弁操作設備の構成要素のうち，等速ジョイントは十分剛なヘリカルパワードライ

ブ及びベアリングユニットに接続されるものとする。 

(2) 遠隔手動弁操作設備の構成要素のうち，ヘリカルパワードライブ及びベアリングユニット

は十分剛な支持構造物に取付ボルトにより固定されるものとする。 

(3) 遠隔手動弁操作設備の構成要素のうち，支持構造物は十分剛な壁及び床に基礎ボルトによ

り固定されるものとする。 

(4) 地震力は，遠隔手動弁操作設備に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとし，作

用する荷重の算出において組み合わせるものとする。 

(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

遠隔手動弁操作設備の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価

に用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

遠隔手動弁操作設備の許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－2

に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

遠隔手動弁操作設備の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に

用いるものを表 4－3に示す。
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉格納 

施設 
圧力逃がし装置 遠隔手動弁操作設備 常設／緩和 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。) 

原子炉格納 

施設 

放射性物質濃度制御

設備及び可燃性ガス

濃度制御設備並びに

格納容器再循環設備 

遠隔手動弁操作設備 常設／緩和 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。) 

原子炉冷却 

系統施設 
残留熱除去設備 遠隔手動弁操作設備 常設耐震／防止 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。) 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

曲げ せん断 引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・fb 1.5・fｓ 1.5・fｔ 1.5・fｓ ＶＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

 許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は 

評価を省略する。  

 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

等速ジョイント 
STPG370 周囲環境温度 100 173 345 ― 

SCM440 周囲環境温度 100 729 891 ― 

取付ボルト 
SS400 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 100 212 373 ― 

基礎ボルト 
SS400 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 100 212 373 ― 
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4.3 解析モデル及び諸元 

遠隔手動弁操作設備の解析モデルを図 4－1に，解析モデルの概要を以下に示す。また，機器 

の諸元を本計算書の【遠隔手動弁操作設備の耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

(1) 遠隔手動弁操作設備の構成要素のうち，アンカとなるヘリカルパワードライブ，ベアリン

グユニット及び支持構造物は，原子炉建屋と共振しないよう十分な剛性をもたせた設計で

あるため，剛体とする。 

(2) 解析モデルでは，等速ジョイントをはり要素でモデル化し，要素の自重は要素荷重として

考慮する。 

(3) はり要素の断面形状については，等速ジョイントを軸（中空部），軸（中実部），外輪，カ

ップリングの 4つに分類して、各断面を考慮して設定する。 

(4) 拘束条件として，アンカとなるモデル端部を完全拘束とし，等速ジョイントのうちボール

ジョイント部をピン結合とする。 

(5) 等速ジョイント，取付ボルト及び基礎ボルトの応力は，解析結果で得られた荷重（反力，

モーメント）を用いて理論式により算出する。 

(6) 解析コードは，「ＡＢＡＱＵＳ」を使用し，固有値，遠隔手動弁操作設備の構成要素のうち

等速ジョイントに生じる荷重（反力，モーメント）を求める。 

 なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機

プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 解析モデル（単位：mm） 
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 4.4 固有周期 

   固有値解析の結果を表 4－4に，振動モード図を図 4－2，図 4－3に示す。 

   固有周期は 0.05 秒を超えており，柔であることを確認した。 

 

表 4－4 固有周期          

モード 卓越方向 固有周期(s) 

水平方向刺激係数＊ 鉛直方向 

刺激係数＊ NS 方向 EW 方向 

1 次 水平 0.094    

2 次 鉛直 0.094    

3 次 水平 0.025 ― ― ― 

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から算出した

値を示す。 

 

 

 

 

 

 
図 4－2 振動モード（1次モード 水平方向 0.094s） 

 
 

 
 
 

図 4－3 振動モード（2次モード 鉛直方向 0.094s） 
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4.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4－5に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定

する。 

 

表 4－5 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 

 床面高さ(m) 

原子炉建屋 T.M.S.L. 23.5 

       （T.M.S.L. 31.7＊1） 

 固有周期(s) 水平：0.094＊2  鉛直：0.094 

 減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：1.0 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード 
固有周期 

(s) 

応答水平震度 応答鉛直 

震度 

応答水平震度＊3 応答鉛直 

震度＊3 NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向 

1 次 0.094 ― ― ―    

2 次 0.094 ― ― ―    

3 次 0.025 ― ― ―    

動的地震力＊4 ― ― ―    

静的地震力 ― ― ― ― ― ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線（Ｓｓ）より得られる震度を示す。 

＊4：Ｓｓに基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。 
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4.6 計算方法 

4.6.1 等速ジョイント 

     等速ジョイントの応力は，解析結果で得られた最大のせん断荷重及びモーメントから理

論式により，せん断応力及び曲げ応力を算出する。 

    解析で得られたせん断応力，曲げ応力それぞれの最大応力発生箇所における等速ジョイ

ントのせん断荷重及びモーメントを表 4－6に示す。 

 

表 4－6 最大応力発生箇所における等速ジョイントに作用する荷重及びモーメント 

対象機器 
荷重(N) モーメント(N･mm) 

Ｑ Ｍ 

遠隔手動弁操作設備 420.7 4.364×105 

 
a. せん断応力 

等速ジョイントのせん断応力は，次式により求める。 

p

Ｑ
τ＝

Ａ
･････････････････････････････････････････････････････････････ (4.6.1.1) 

 

b. 曲げ応力 

等速ジョイントの曲げ応力は，次式により求める。 

bp
Ｍ

＝
Ｚ

σ ････････････････････････････････････････････････････････････ (4.6.1.2) 
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4.6.2 取付ボルト  

(1) 支持構造物 Aの場合 

   取付ボルトの応力は，等速ジョイント接続部に生じる引張力，せん断力，モーメントと地震 

  による震度によって支持構造物 Aに生じる引張力，せん断力を考慮して計算する。 

計算モデルを図 4－4，図 4－5に示す。 

 

イ 短辺方向転倒支点

ロ 長辺方向転倒支点

短辺方向転倒時
引張を受ける取付ボルト列

長辺方向転倒時
引張を受ける取付ボルト列

安全側に取付構造物の重心位置は
引張力を受けるボルト列から最も離れた位置とする。

 
 
 

ℓ2
ℓ1

ｍ・ｇ・CH

ｍ・ｇ・（1+CV）

転倒方向

h

 
図 4－4 計算モデル（長辺方向転倒の場合） 
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ℓ2

ℓ1

h

ｍ・ｇ・CH

ｍ・ｇ・（1+CV）

転倒方向

 
図 4－5 計算モデル（短辺方向転倒の場合） 

 

a. 引張応力 

取付ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 4－4及び図 4－5に示すモデル 

により，イ点及びロ点を支点とする転倒を考え，これを片側の最外列の取付ボルトで受け 

るものとして計算する。なお，重心は保守的な位置に設定する。 

 また，等速ジョイント接続部から加わる荷重及びモーメントが，引張力として取付ボル

トに作用するものとする。なお，等速ジョイント接続部から加わる荷重及びモーメントは，

支持構造物 Aに接続される等速ジョイントの本数（Ｎ）を考慮し，Ｎ倍するものとする。 

解析で得られた等速ジョイント接続部の荷重及びモーメントを表 4－7に示す。 

 

表 4－7 等速ジョイント接続部に生じる荷重及びモーメント 

対象機器 
荷重(N) モーメント(N･mm) 

Ｆ1 Ｑ1 Ｍ1 

遠隔手動弁操作設備 461.4 126.4 9.545×104 
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引張力 

1 1

2 1 2 1

1
bi

f

H V

i fi fi

Ｃ・ｍ・ ・ｈ+ 1+Ｃ ・ｍ・ ・ℓ Ｍ
・ +

ｎ・ℓ

Ｆ
Ｆ ＝ +Ｎ

ｎℓ ｎ・ℓ ℓ

g g
････････ (4.6.2.1) 

引張応力 
 bi

bi
bi

Ｆ
＝

Ａ
σ ･･････････････････････････････････････････････････････････ (4.6.2.2) 

 
b. せん断応力 

取付ボルトに対するせん断力は，取付ボルト全本数で受けるものとして計算する。また，

等速ジョイント接続部から加わる荷重が，せん断力として取付ボルトに作用するものとす

る。なお，等速ジョイント接続部から加わる荷重は，支持構造物 Aに接続される等速ジョ

イントの本数（Ｎ）を考慮し，Ｎ倍するものとする。 

 

せん断力 

1Ｈ
bi

i

Ｃ・ｍ・  +Ｎ・Ｑ
Ｑ ＝

n

g
････････････････････････････････････････････ (4.6.2.3) 

 

せん断応力 

bi
bi

bi

Ｑ
τ ＝

Ａ
･･･････････････････････････････････････････････････････････ (4.6.2.4) 
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(2) 支持構造物 Bの場合 

   取付ボルトの応力は，等速ジョイント接続部に生じる引張力，せん断力，モーメントと地震 

  による震度によって支持構造物 Bに生じる引張力，せん断力を考慮して計算する。 

計算モデルを図 4－6に示す。 

 

反力発生箇所（解析結果のF、Q）

引張を受ける
取付ボルト列

転倒支点

 
 

ｍ・ｇ・CH

h

ｍ・ｇ・（1 - CV）

転倒方向

ℓ1 ℓ2

 
図 4－6 計算モデル 

 

a. 引張応力 

取付ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 4－6に示すモデルのように転倒 

支点を考え，これを片側の取付ボルトで受けるものとして計算する。なお，重心は保守的 

な位置に設定する。 

 また，等速ジョイント接続部から加わる荷重及びモーメントが，引張力として取付ボル

トに作用するものとする。なお，等速ジョイント接続部から加わる荷重及びモーメントは，

支持構造物 Bに接続される等速ジョイントの本数（Ｎ）を考慮し，Ｎ倍するものとする。 
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引張力 

1 1g g
bi

fifi

Ｈ Ｖ 1

1 f 1 2i2

Ｃ・ｍ・ ・ｈ- 1-Ｃ ・ｍ・ ・ℓ Ｍ
・ +

ｎ・ℓ +

Ｆ

ℓ ｎ・ℓｎ +
+Ｎ

ℓ
Ｆ ＝ ･････････(4.6.2.5) 

 
引張応力 

 bi
bi

bi

Ｆ
＝

Ａ
σ ･･････････････････････････････････････････････････････････ (4.6.2.6) 

 
b. せん断応力 

取付ボルトに対するせん断力は，取付ボルト全本数で受けるものとして計算する。また，

等速ジョイント接続部から加わる荷重が，せん断力として取付ボルトに作用するものとす

る。なお，等速ジョイント接続部から加わる荷重は，支持構造物 Bに接続される等速ジョ

イントの本数（Ｎ）を考慮し，Ｎ倍するものとする。 

 

せん断力 

1Ｈ
bi

i

Ｃ・ｍ・  +Ｎ・Ｑ
Ｑ ＝

n

g
････････････････････････････････････････････ (4.6.2.7) 

 

せん断応力 

bi
bi

bi

Ｑ
τ ＝

Ａ
･･･････････････････････････････････････････････････････････ (4.6.2.8) 
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4.6.3 基礎ボルト  

(1) 支持構造物 Aの場合 

   基礎ボルトの応力は，等速ジョイント接続部に生じる引張力，せん断力，モーメントと地震 

  による震度によって支持構造物 Aに生じる引張力，せん断力を考慮して計算する。 

計算モデルを図 4－7，図 4－8に示す。 

 

ℓ3

転倒支点となる基礎ボルト列 引張を受ける基礎ボルト列

ｍ・ｇ・CH

ｍ・ｇ・（1+CV）

転倒方向

h

ℓ4
 

 

図 4－7 計算モデル（正面方向転倒の場合） 
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ℓ2

転倒支点となる基礎ボルト列

ℓ1

引張を受ける基礎ボルト列

 

ｍ・ｇ・CH

ｍ・ｇ・（1+CV）

転倒方向

h
 

 

図 4－8 計算モデル（側面方向転倒の場合） 
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a. 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として図 4－7及び図 4－8で最外列の基

礎ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の最外列の基礎ボルトで受けるものとして

計算する。なお，重心は保守的な位置に設定する。 

 また，等速ジョイント接続部から加わる荷重及びモーメントが，引張力として基礎ボル

トに作用するものとする。なお，等速ジョイント接続部から加わる荷重及びモーメントは，

支持構造物 Aに接続される等速ジョイントの本数（Ｎ）を考慮し，Ｎ倍するものとする。 

解析で得られた等速ジョイント接続部の荷重及びモーメントを表 4－8に示す。 

 

表 4－8 等速ジョイント接続部に生じる荷重及びモーメント 

対象機器 
荷重(N) モーメント(N･mm) 

Ｆ1 Ｑ1 Ｍ1 

遠隔手動弁操作設備 126.4 461.4 9.545×104 

 

引張力 

4

1 1

4 3

gg
b1i

fi fi fi f

V

i

H
1+Ｃ ・ｍ・ ・ｈＣ・ｍ・ ・ｈ Ｍ

・ +
ｎ・ℓ

Ｆ
Ｆ ＝ + +Ｎ

ｎｎ・ℓ ｎ・ℓ
････････････ (4.6.3.1) 

112H V

1 2
b2i

fifi fi 1 2

Ｃ・ｍ・ ・ℓ + 1+Ｃ ・ｍ・ ・h Ｍ
・ +

ｎ・ℓ +ℓ ｎ・ℓ +

Ｆ
Ｆ ＝ +

ℓ
Ｎ

ｎ

g g
････････ (4.6.3.2) 

 ，bi b1i b2iＦ ＝Max Ｆ Ｆ ････････････････････････････････････････････････ (4.6.3.3) 

 

引張応力 
 bi

bi
bi

Ｆ
＝

Ａ
σ ･･･････････････････････････････････････････････････････････(4.6.3.4) 

 
b. せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は，基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。また，

等速ジョイント接続部から加わる荷重が，せん断力として基礎ボルトに作用するものとす

る。なお，等速ジョイント接続部から加わる荷重は，支持構造物 Aに接続される等速ジョ

イントの本数（Ｎ）を考慮し，Ｎ倍するものとする。 

 

せん断力 

1
22

Ｈ

i
i

Ｖ

ｂ

Ｃ・ｍ・ + 1+Ｃ Ｎ・ ・ｍ・ +
Ｑ ＝

Ｑ

n

g g
･･･････････････････････ (4.6.3.5) 

 

せん断応力 

bi
bi

bi

Ｑ
τ ＝

Ａ
･･･････････････････････････････････････････････････････････ (4.6.3.6) 
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(2) 支持構造物 Bの場合 

   基礎ボルトの応力は，等速ジョイント接続部に生じる引張力，せん断力，モーメントと地震 

  による震度によって支持構造物 Bに生じる引張力，せん断力を考慮して計算する。 

計算モデルを図 4－9及び図 4－10 に示す。 

 

ｍ・ｇ・CH

ℓ3

転倒方向

引張を受ける基礎ボルト列

転倒支点となる基礎ボルト列

ℓ4

h

8°

鉛直方向地震力

ｍ・ｇ・（1+CV）・ cos 8°

取付角度を考慮した地震力

ｍ・ｇ・（1+CV） ｍ・ｇ・（1+CV）

 

図 4－9 計算モデル（正面方向転倒の場合） 

 

ℓ1

転倒方向

h

ｍ・ｇ・CH

ｍ・ｇ・（1+CV）

ℓ2

転倒支点となる基礎ボルト列

引張を受ける基礎ボルト列

8°

鉛直方向地震力

ｍ・ｇ・（1+CV）・ cos 8°

取付角度を考慮した地震力

水平方向地震力

ｍ・ｇ・CH・cos 8°

 
図 4－10 計算モデル（側面方向転倒の場合） 



 

32 

K
7
 
①
 Ⅴ

-
2-
9
-
5-
3
 
R0

 

a. 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として図 4－9及び図 4－10で最外列の基

礎ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の最外列の基礎ボルトで受けるものとして

計算する。なお，重心は保守的な位置に設定する。 

 また，等速ジョイント接続部から加わる荷重及びモーメントが，引張力として基礎ボル

トに作用するものとする。なお，等速ジョイント接続部から加わる荷重及びモーメントは，

支持構造物 Bに接続される等速ジョイントの本数（Ｎ）を考慮し，Ｎ倍するものとする。 

  なお，支持構造物 Bの取付面は傾いているため，取付角度を考慮した引張力を算出する。 

 

引張力 

1

4 4

1

3

gg
b1i

fi fi fi f

VH

i

1+Ｃ ・ｍ・ ・ｈ・cosθＣ・ｍ・ ・ｈ Ｍ
・ +

ｎ・ℓ ｎ・ℓ ｎ・ℓ

Ｆ
Ｆ ＝ + +Ｎ

ｎ
･････ (4.6.3.7) 

1 1
b2i

fif

H 2 V

1 2 1 2i fi

Ｃ・ｍ・ ・ℓ・cosθ+ 1+Ｃ ・ｍ・ ・h・cosθ Ｍ
・ +

ｎ・ℓ +ℓ ｎ・ℓ +ℓ

Ｆ
Ｆ ＝ +Ｎ

ｎ

g g  

･･･････････････････････････････････････････････････････････････ (4.6.3.8) 
 

 ，bi b1i b2iＦ ＝Max Ｆ Ｆ ････････････････････････････････････････････････ (4.6.3.9) 

 

引張応力 
 bi

bi
bi

Ｆ
＝

Ａ
σ ･･･････････････････････････････････････････････････････････(4.6.3.10) 

 
b. せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は，基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。また，

等速ジョイント接続部から加わる荷重が，せん断力として基礎ボルトに作用するものとす

る。なお，等速ジョイント接続部から加わる荷重は，支持構造物 Bに接続される等速ジョ

イントの本数（Ｎ）を考慮し，Ｎ倍するものとする。 

 

せん断力 

1g g 22

Ｈ Ｖ

ｂ
i

i

Ｃ・ｍ・ + 1+Ｃ Ｎ・・ｍ・ + Ｑ
Ｑ

n
＝ ･･･････････････････････ (4.6.3.11) 

 

せん断応力 

       bi
bi

bi

Ｑ
τ ＝

Ａ
･･･････････････････････････････････････････････････････････ (4.6.3.12) 
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4.7 計算条件 

応力計算に用いる計算条件を，本計算書の【遠隔手動弁操作設備の耐震性についての計算結

果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.8 応力の評価 

4.8.1 等速ジョイントの応力評価 

4.6.1項で求めた等速ジョイントの各応力が下表で定めた許容応力以下であること。 
 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容せん断応力 
ƒｓ 

1.5
1.5 3
 Ｆ 

・
・

 

許容曲げ応力 
ƒｂ 

1.5
1.5
 Ｆ 

・  

 

4.8.2 取付ボルト及び基礎ボルトの応力評価 

4.6.2項で求めた取付ボルトの引張応力σｂ及び4.6.3項で求めた基礎ボルトの引張応力

σｂは、次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓ以下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂi， ƒｔｏ] ･････････････････････････(4.8.2.1) 

 

せん断応力τｂiは，せん断力のみを受ける取付ボルト及び基礎ボルトの許容せん断応力 

ƒｓｂ以下であること。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 
ƒｔｏ 

1.5 Ｆ 
・

2
 

許容せん断応力 
ƒｓｂ 

1.5
1.5 3
 Ｆ 

・
・

 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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5. 機能維持評価 

5.1 動的機能維持評価方法 

遠隔手動弁操作設備の機能維持評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，地震時

の応答加速度が，機能確認済加速度以下であることを確認することで実施する。 

なお，機能維持評価用加速度は，Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき，基準

地震動Ｓｓによる応答加速度を設定する。 

遠隔手動弁操作設備が，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載されていない設備であるこ

とから，個別の加振試験によって得られる機能維持を確認した加速度を機能確認済加速度とす

る。 

 

5.1.1 機能確認済加速度 
遠隔手動弁操作設備の機能確認済加速度として，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

基づき，当該機器が設置される床における加速度以上での連続正弦波による加振試験，ま

たは，当該機器が設置される床における設計用床応答曲線を包絡する模擬地震波による加

振試験において，動的機能の健全性を確認した加速度を用いる。 

機能確認済加速度を表 5－1に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度             (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

遠隔手動弁操作設備 

（マイタギヤボックス） 

水平  

鉛直  

遠隔手動弁操作設備 

（ヘリカルパワードライブ） 

水平  

鉛直  

遠隔手動弁操作設備 

（等速ジョイント（伸縮機構無し）） 

水平  

鉛直  

遠隔手動弁操作設備 

（等速ジョイント（伸縮機構有り）） 

水平  

鉛直  
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

遠隔手動弁操作設備の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発

生値は許容限界を下回り，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有しているこ

とを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【遠隔手動弁操作設備の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 
(℃) 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

遠隔手動弁操作設備 常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L. 23.5 

（T.M.S.L. 31.7＊1） 

0.094 0.094 ― ― 
ＣＨ＝1.38 又は＊2 

ＣＨ＝1.38＊3 

ＣＶ＝1.15 又は＊2 

ＣＶ＝1.15＊3 
100 

 

 

 

注記＊1：基準床レベルを示す 

    ＊2：等速ジョイントの評価で使用する，設計用床応答曲線（基準地震動Ｓｓ）より得られる震度を示す。 

    ＊3：取付ボルト及び基礎ボルトの評価で使用する，基準地震動Ｓｓに基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。 
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1.2 機器要目 

部材 
ｍ０ 

(kg) 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 
ν 

(―) 

Ａ 

(mm2) 

Ｚ 

(mm3) 
Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

等速ジョイント 

（軸（中空部）） 
 48.6 38.4  0.3 697.0 6.877×103 173 345 207 

等速ジョイント

（軸（中実部）） 
 21 ―  0.3 346.4 9.092×102 729 891 623 

等速ジョイント

（外輪） 
 70 62  0.3 829.4 1.295×102 729 891 623 

等速ジョイント

（カップリング） 
 25 ―  0.3 490.9 1.534×102 729 891 623 

 

部材 
ｍ１ 

(kg) 

ｈ 

(mm) 

１＊1 

(mm) 

２＊1 

(mm) 

３＊1 

(mm) 

４＊1 

(mm) 

ｄi 

(mm) 

Ａｂi 

(mm2) 
ｎi ｎｆi

＊2 Ｎ 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

ヘリカルパワー 

ドライブ 

取付ボルト 

（ i ＝ 1） 

  
    

12 

(M12) 
113.1 4 

2 
2 

212 

(16mm＜径≦40mm) 
373 254 ― 短辺方向 

    2 

ベアリングユニット 

取付ボルト 

（ i ＝ 1） 

      
10 

(M10) 
78.54 2 1 1 

212 

(16mm＜径≦40mm) 
373 254 ― 長辺方向 

支持構造物 A 

基礎ボルト 

（ i ＝ 2） 

      
12 

(M12) 
113.1 16 

4 
2 

212 

(16mm＜径≦40mm) 
373 254 ― 正面方向 

4 

支持構造物 B 

基礎ボルト 

（ i ＝ 2） 

      
12 

(M12) 
113.1 16 

4 
8 

212 

(16mm＜径≦40mm) 
373 254 ― 側面方向 

4 

 

 

 

 

 

 

注記＊1：取付ボルトにおける 1， 2は，上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

基礎ボルトにおける 1， 2は，側面方向転倒に対する評価時の要目を示し， 3， 4は正面方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：ヘリカルパワードライブ取付ボルトにおけるｎｆiは，上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

   基礎ボルトにおけるｎｆiは，上段は側面方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は側面方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊
 

＊
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1.3 計算数値 

 取付ボルト及び基礎ボルトに作用する力                      (単位：N) 

部材 

Ｆｂi Ｑｂi 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

ヘリカルパワードライブ 

取付ボルト 

（ i ＝ 1） 

― 2.013×103 ― 316.9 

ベアリングユニット 

取付ボルト 

（ i ＝ 1） 

― 1.386×103 ― 71.32 

支持構造物 A 

基礎ボルト 

（ i ＝ 2） 

― 1.457×103 ― 253.4 

支持構造物 B 

基礎ボルト 

（ i ＝ 2） 

― 2.518×103 ― 470.3 
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1.4 結論 
1.4.1 応力                                                                              (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

等速ジョイント STPG370 
せん断 ― ― τP＝1 ƒｓ＝119 

曲げ ― ― σｂP＝64 ƒｂ＝207 

ヘリカルパワードライブ 

取付ボルト 

（ i ＝ 1） 

SS400 

引張り ― ― σｂ１＝18 ƒｔｓ＝190＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝3 ƒｓｂ＝146 

ベアリングユニット 

取付ボルト 

（ i ＝ 1） 

SS400 

引張り ― ― σｂ１＝18 ƒｔｓ＝190＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝1 ƒｓｂ＝146 

支持構造物 A 

基礎ボルト 

（ i ＝ 2） 

SS400 

引張り ― ― σｂ２＝13 ƒｔｓ＝152＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝3 ƒｓｂ＝117 

支持構造物 B 

基礎ボルト 
（ i ＝ 2） 

SS400 

引張り ― ― σｂ２＝23 ƒｔｓ＝152＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝5 ƒｓｂ＝117 

すべて許容応力以下である。                          注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 
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1.4.2 動的機能の評価結果                                                            (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

遠隔手動弁操作設備 

（マイタギヤボックス） 

水平方向 1.15  

鉛直方向 0.96  

遠隔手動弁操作設備 

（ヘリカルパワードライブ） 

水平方向 1.15  

鉛直方向 0.96  

遠隔手動弁操作設備 

（等速ジョイント（伸縮機構無し）） 

水平方向 2.15  

鉛直方向 5.40  

遠隔手動弁操作設備 

（等速ジョイント（伸縮機構有り）） 

水平方向 1.15  

鉛直方向 0.96  

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 
機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ 

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

1 0.0 0.0 0.0 

2 40.6 0.0 0.0 

3 81.3 0.0 0.0 

4 121.9 0.0 0.0 

5 162.5 0.0 0.0 

6 168.0 0.0 0.0 

7 173.5 0.0 0.0 

8 179.0 0.0 0.0 

9 184.5 0.0 0.0 

10 189.0 0.0 0.0 

11 193.5 0.0 0.0 

12 198.0 0.0 0.0 

13 202.5 0.0 0.0 

113 202.5 0.0 0.0 

14 231.8 0.0 0.0 

15 261.0 0.0 0.0 

16 290.3 0.0 0.0 

17 319.5 0.0 0.0 

18 397.8 0.0 0.0 

19 476.1 0.0 0.0 

20 554.3 0.0 0.0 

21 632.6 0.0 0.0 

22 710.9 0.0 0.0 

23 789.2 0.0 0.0 

24 867.4 0.0 0.0 

25 945.7 0.0 0.0 

26 1024.0 0.0 0.0 

27 1102.3 0.0 0.0 

28 1180.5 0.0 0.0 

29 1258.8 0.0 0.0 

30 1337.1 0.0 0.0 

31 1415.4 0.0 0.0 

32 1493.6 0.0 0.0 

33 1571.9 0.0 0.0 

34 1650.2 0.0 0.0 

35 1728.5 0.0 0.0 

36 1806.7 0.0 0.0 

37 1885.0 0.0 0.0 

38 1963.3 0.0 0.0 

39 2041.6 0.0 0.0 
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節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

40 2119.8 0.0 0.0 

41 2198.1 0.0 0.0 

42 2276.4 0.0 0.0 

43 2354.7 0.0 0.0 

44 2432.9 0.0 0.0 

45 2511.2 0.0 0.0 

46 2589.5 0.0 0.0 

47 2667.8 0.0 0.0 

48 2746.0 0.0 0.0 

49 2824.3 0.0 0.0 

50 2902.6 0.0 0.0 

51 2980.9 0.0 0.0 

52 3059.1 0.0 0.0 

53 3137.4 0.0 0.0 

54 3215.7 0.0 0.0 

55 3294.0 0.0 0.0 

56 3372.2 0.0 0.0 

57 3450.5 0.0 0.0 

58 3479.8 0.0 0.0 

59 3509.0 0.0 0.0 

60 3538.3 0.0 0.0 

61 3567.5 0.0 0.0 

161 3567.5 0.0 0.0 

62 3572.0 0.0 0.0 

63 3576.5 0.0 0.0 

64 3581.0 0.0 0.0 

65 3585.5 0.0 0.0 

66 3591.0 0.0 0.0 

67 3596.5 0.0 0.0 

68 3602.0 0.0 0.0 

69 3607.5 0.0 0.0 

70 3648.1 0.0 0.0 

71 3688.8 0.0 0.0 

72 3729.4 0.0 0.0 

73 3770.0 0.0 0.0 
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(2) 要素の断面性状 

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

 

(mm 2) 

断面二次 

モーメント 

(mm 4) 

断面二次 

極モーメント 

(mm 4) 

1 1 3 4 490.9 1.92×104 3.83×104 

2 3 5 4 490.9 1.92×104 3.83×104 

3 5 7 3 829.4 4.53×105 9.07×105 

4 7 9 3 829.4 4.53×105 9.07×105 

5 9 11 3 829.4 4.53×105 9.07×105 

6 11 13 3 829.4 4.53×105 9.07×105 

7 113 15 2 346.4 9.55×103 1.91×104 

8 15 17 2 346.4 9.55×103 1.91×104 

9 17 19 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

10 19 21 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

11 21 23 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

12 23 25 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

13 25 27 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

14 27 29 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

15 29 31 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

16 31 33 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

17 33 35 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

18 35 37 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

19 37 39 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

20 39 41 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

21 41 43 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

22 43 45 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

23 45 47 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

24 47 49 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

25 49 51 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

26 51 53 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

27 53 55 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

28 55 57 1 697.0 1.67×105 3.34×105 

29 57 59 2 346.4 9.55×103 1.91×104 

30 59 161 2 346.4 9.55×103 1.91×104 

31 61 63 3 829.4 4.53×105 9.07×105 

32 63 65 3 829.4 4.53×105 9.07×105 

33 65 67 3 829.4 4.53×105 9.07×105 

34 67 69 3 829.4 4.53×105 9.07×105 

35 69 71 4 490.9 1.92×104 3.83×104 

36 71 73 4 490.9 1.92×104 3.83×104 
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(3) 節点の質量 

節点番号 
質量 

(kg) 

5 4.9 

69 4.9 

  

 

(4) 材料物性値 

材料番号 
温度 

(℃ ) 

縦弾性係数 

(MPa) 

質量密度 

(kg/mm 3) 

ポアソン比 

(― ) 
材質 

1 100 198000 7.85×10-6 0.3 STPG370 

2 100 199000 7.85×10-6 0.3 SCM400 

3 100 199000 7.85×10-6 0.3 SCM400 

4 100 199000 7.85×10-6 0.3 SCM400 
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161
61

節点61、161はボールジョイント部で
並進3方向と軸方向の回転自由度を結合

113
13

節点13、113はボールジョイント部で
軸直角2方向と軸方向の回転自由度を結合

ジョイント部自由側

ジョイント部固定側

 




